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１．はじめに 

団塊の世代が後期高齢者になり始める 2022 年を控え、医療・介護サービスの

「提供体制の効率化」と「QOL（Quality of life：生活の質）の向上に資する高付

加価値化」の両立が喫緊の課題である。 

その実現には、①「レセプト情報・特定健診等情報データベース」（NDB）や

「国民健康保険データベース」（KDB）、「介護保険総合データベース」をはじめ

とする保健医療分野のデータベースを連結し解析可能にすること、②そうした

データを活用し、医療機関等や企業が利用者本位でより効果的な医療・介護サ

ービスを開発・提供すること、③保険者等が加入者の健康状態に即した効果的

で効率的な保健事業を行うこと――が不可欠である。 

マイナンバーの普及率をはじめ、公共領域のデジタル化が総じて遅れているわ

が国の中でも、医療・介護領域の遅れは突出している。世界で最初に超高齢社

会を迎えたわが国で、国民が豊かな生活を送り、またこうした環境を産業競争

力の強化につなげるためには、健康・医療・介護領域におけるデータ利活用基

盤の整備を加速させなければならない。 

政府は、2020年度の本格運用開始を目指し、全国保健医療情報ネットワーク1

や保健医療データプラットフォームの構築、被保険者番号の個人単位化やオン

ライン資格確認の実現、新たな審査支払システムの構築等に向けた取り組み等

を進めている2。2018 年度は、医療分野の研究開発に資するための匿名加工情報

に関する法律（次世代医療基盤法）が施行され、また、第２期データヘルス計

画や第３期医療費適正化計画等の初年度でもあり、医療・介護分野におけるビ

ッグデータ活用を推進する上で重要な一年となる。 

経済同友会では、この機をとらえ、医療・介護分野におけるデータ利活用の推

進について改めて提言を行う3こととし、政府に基盤整備の加速を求めるととも

に、その実効性を確保するための方策について整理した。 

                                                   
1
 同ネットワークは、患者基本情報や健診情報等を医療機関の初診時等に本人の同意の下で共有

できる「保健医療記録共有サービス」や、基礎的な患者情報を救急時等に活用できる「救急時

医療情報共有サービス」等で構成し、PHR（Personal Health Record）として自身の端末で閲覧

できるようにすることを目指す。 
2
 厚生労働省は、①全国的な保険医療ネットワークを整備し、医療関係者等が円滑に患者情報を

共有できるサービス、②医療的ケア児（者）等の救急時や予想外の災害、事故に遭遇した際に、

医療関係者が、迅速に必要な患者情報を共有できるサービス、③健康に関するデータを集約・

分析し、個人（PHR）や事業主（健康スコアリング）に健康情報を提供するサービス、④健康・

医療・介護のビッグデータを個人単位で連結し、解析できるようにするサービス、⑤介護の科

学的分析のためのデータを収集し、最適サービスを提供、⑥がんゲノム情報の収集、医療関係

者等が利活用できるサービス、⑦AI 開発基盤に必要なデータを収集し、研究者や民間等が利

活用できるサービス――の７つを 2020 年度に実現することを目指している。 
3『デジタルヘルス―システムレベルでのイノベーションによる医療・介護改革を』（2015年４

月公表）等、医療・介護分野におけるデータ利活用の推進についてかねて提言を行ってきた。 
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２．わが国の課題と目指すべき医療・介護システムの姿 

（１）医療・介護給付費の増加 

財政健全化の遅れがわが国の最重要課題の一つとなる中、医療の高度化や高

齢者数の増加、高齢者の高齢化等に伴い、医療・介護給付費の増加が続いてい

く（図表１）。 

図表１ 医療給付費および介護給付費の見通し 

（注）  経済：ベースラインケース、現状投影を基に作成 

（資料） 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省『2040 年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）』 

 

現在、健康保険組合の義務的経費の約 46％が高齢者医療への拠出金に充て

られており、財政状況の悪化に伴う保険料負担の増加を理由に解散を検討する

大規模組合が相次いでいる4。団塊の世代が後期高齢者になり始める 2022年が

近づく中、技術革新を活かし、医療・介護の効率化による一人あたりサービス

提供コストを抑制することや、健康経営・予防医療の充実によって医療・介護

サービス受給者数そのものを抑制すること等を急がなければならない。 
 

（２）医療・介護サービス従事者の不足 

医療・介護サービス従事者の不足が常態化し、有効求人倍率は高止まりして

いる（図表２）。特に、勤務医の長時間労働が課題となっており、医療従事者間

の機能・役割の再検討が求められている。 

 

 

 

                                                   
4
 報道によれば、全国の派遣社員やその扶養家族約 46 万 6 千人が加入する「人材派遣健康保険

組合」および生協の従業員ら約 16万 4 千人が加入する「日生協健康保険組合」が 2018年度い

っぱいでの解散を検討している。両組合の加入者等が「全国健康保険協会」（協会けんぽ）に

移行した場合、国民負担が約 200億円増加すると言われている。 
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図表２ 保健医療サービスの有効求人倍率の推移 

 

 

（３）目指すべき医療・介護システムの姿 

われわれの考える、戦後 100 年の節目となる 2045 年に日本が目指すべき医

療・介護システムの姿は以下の通りである。これらの実現に向け、バックキャ

スティングで 2020 年までに取り組むべき事項について検討を重ね、データヘル

スにかかる取り組みをまとめたのが「３．提言」である。なお、健康経営やコ

ラボヘルスをはじめとする企業・経営者の果たすべき役割については、今後検

討を深めていく。 

 

【持続可能性の観点から目指すべき姿】 

 ①技術革新を活かした医療・介護の効率化による一人あたりサービス提供

コストの抑制、②公的制度で保障するサービスレベルの抑制、③健康経

営・予防医療の充実による医療・介護サービス受給者数の抑制、④生活習

慣病等の予防・早期治療を通じた重症化の抑制――等により、医療費・介

護費の伸びが抑制されている。 

 オンライン診療の普及や医療従事者間の業務の移管・共同化が進展し、勤務

医等の労働環境が改善している。 

【QOLの観点から目指すべき姿】 

 公的保険制度を含む医療・介護のシームレスな提供体制が確立している。 

 情報の非対称性が解消し、病気になった際には、各患者が治療の効果や副作

用等について十分理解した上で、個人の意思で医療サービスを選択している。 
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 平均寿命が伸びるだけでなく、健康寿命がその伸び率を上回って伸びること

により、健康な高齢者が増えている。 

 実効性ある科学的介護が普及し、要介護度の改善や高齢者の社会参画が当

然のこととなっている。 

【産業・経済成長の観点から目指すべき姿】 

 AI等を活用した日本の健康・医療・介護技術およびサービスがアジアをは

じめ広く世界に普及し、再生医療をはじめとする先進医療や認知症対応等

の分野で日本が世界のイノベーションをリードしている。 
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３．提言と効果 

提言１ 「データヘルス推進基本法」（仮称）の制定 

健康・医療・介護データの利活用は、わが国の医療・介護システムの持続性

を向上させる鍵である。 

データ利活用基盤の構築に向けては、内閣官房をはじめ各府省の各種関連会

議体が乱立し、司令塔が不明確で、総合的な政策や推進体制になっているとは

言い難い。また、構築に向けた政府全体としてのビジョンと施策・工程表が、

国民に分かりやすいパッケージで示されていないため、国民生活に密着した重

要な課題であるにもかかわらず、国民の理解・関心を得ることができていない。

さらに、ステークホルダーの多様性や国民のデジタルリテラシーの低さ等によ

り、利活用基盤整備のスピードは遅く、このままでは個人情報保護に関する規

制等の緩い新興国の後塵を拝するリスクが大きい。 

北欧諸国や米国においては、政府の強力なリーダーシップにより基盤整備が

進められ、新産業の育成に成功している。高齢化先進国という日本の強みを活

かすためには、データヘルスの推進にかかる政府の司令塔を明確にし、関係府

省が一体となって速やかにデータ利活用基盤を構築することが不可欠である。 

したがって、「データヘルス推進基本法」（仮称）を制定すべきである。同法

は、幅広い関係府省・地方公共団体の取り組みに横串を通す観点から、内閣官

房が所管するプログラム法とし、アウトカムに関する数値目標と達成期限、工

程表およびマイルストーンを設定するとともに、推進体制やモニタリング方法、

評価の仕組みを規定する。 

あわせて、母子保健法や学校保健安全法、労働安全法、国民健康保険法、高

齢者医療確保法をはじめとするさまざまな法律で定められている健康診査等に

ついて、今後の健康・医療・介護データの連携深化を視野に、法令等の体系整

理に関する工程表を定めるべきである。 

 

提言２ 健康・医療・介護データの位置づけの再整理と国民理解の醸成 

個人の病歴や健康診断結果等は、2017 年５月に全面施行された改正個人情報

保護法の定める「要配慮個人情報」であり5、研究・開発に利活用する際は、「人

を対象とする医学系研究に関する倫理指針」等のガイドラインに従い、倫理審

査委員会による審査等を受ける必要がある。こうした手続きが、健康・医療等

の領域におけるビッグデータ利活用の進展が、期待される効果に比して遅れて

いる一因となっている。 

今月施行された次世代医療基盤法により、今後は、例えば、医療機関や介護

施設等の保有する情報に、個人 IDをつけたまま認定機関に預け、解析が必要な

                                                   
5
 個人情報保護法第２条第３項、施行令第２条第２号 
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場合には同機関が匿名化し、研究分析機関等が受託して分析することができる

ようになる。そして健康・医療・介護に係るデータを紐づけ、解析し政策や経

済活動に利用することが可能になる。 

新制度をうまく運用し、信頼できる機関を作るとともに、医療データを連続

的に標準化して横断的に使える形にすることが大切であり、個人が ID をつけた

まま自己使用する、ID を外して二次利用するなど、データのインフラを作り上

げていく必要がある。また、健康・医療・介護に係るデータは誰のものなのか

という観点から国民的議論を行い、合意を得ることも必要である。 

 

効果的で効率的な医療・介護サービス等にかかる政策立案等に活用するため、

個人によるこうしたデータの提供を促す観点から、現在、総務省および経済産

業省において検討が進められている情報銀行6構想等を含め、提供に同意した利

用者の情報を蓄積・活用し、その成果を提供者に還元する枠組みの整備を急ぐ

べきである。また、健康・医療・介護データの蓄積を加速するため、自らのデ

ータを提供し、ビッグデータが構築されることが広く公益に資するのだという

国民理解を醸成した上で、継続的なデータ提供の有無に応じ、例えば公的保険

の保険料あるいは自己負担割合に差をつける等、個人に情報提供のインセンテ

ィブを与える方策についても検討を要する。 

 

提言３ 医療・介護データの利活用に向けた制度設計・取組みの推進 

 

（１）健康・医療・介護を通じた標準規格の整備 

蓄積された健康・医療・介護データを最大限に活用するためには、標準・フ

ォーマットの統一が必要である。保健医療情報分野における標準規格について

は、保健医療情報分野の学会や事業者等の各種規格作成団体等が参画する民間

団体である医療情報標準化推進協議会（HELICS 協議会）が合意した指針につい

て、厚生労働省の保健医療情報標準化会議が審議し、「厚生労働省標準規格」と

して認定することとなっている7。しかし、同規格は現在のところ、医療機関等

に対し、その実装を強制するものではないことから、フォーマットの統一が進

んでいない。 

今後、介護データ等を含むデータベースの連結を進める上では、健康・医療・

介護を通じた標準規格の整備に関するルールの再設計が必要である（図表３、

４）。 

 

                                                   
6
 情報銀行（情報利用信用銀行）とは、個人とのデータ活用に関する契約等に基づき、PDS 等の

システムを活用して個人のデータを管理するとともに、個人の指示又は予め指定した条件に基

づき個人に代わり妥当性を判断の上、データを第三者（他の事業者）に提供する事業。 
7
 未来投資会議構造改革徹底推進会合「健康・医療・介護」会合（第１回）（平成 29 年 10月 27

日）資料「医療現場における ICT 利活用」より。 
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図表３ 健康・医療・介護に関するデータの状況（その１） 

 

（資料）経済産業省『新産業構造ビジョン』（平成 29 年５月 30 日） 

 

図表４ 健康・医療・介護に関するデータの状況（その２） 

 

（資料）同上 
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（２）医療・介護データの国による一元管理 

現状、医療データに関して、分散的な管理を前提として検討・取り組みが進

められているが、患者の利便性を向上する観点からは、国による医療データの

一元管理が望ましい。北欧諸国等の先進事例を踏まえ、医療従事者同士が相互

に参照可能なデータベースの構築等、医療・介護データの管理のあり方につい

ても検討すべきである。 

なお、政府におけるシステム投資においては、ベンダーロックイン8、つぎは

ぎシステム9といった IT投資の失敗を繰り返してはならない。また、諸外国の事

例をベンチマークし、機能とコストの両面で納税者の納得を得られるものとす

べきである。また、技術仕様の検討状況を積極的に開示し、第三者の監視の下

で制度設計を行うべきである。 

提言４ 介護データの電子化、収集 

介護に係るデータとしては、国が保有する要介護認定データおよび介護保険

レセプトデータ、また、各施設が保有する介護記録データが存在する。 

要介護認定プロセスでは、74 項目から成る主治医意見書は電子化されている

が、紙に出力したものを提出し、受け取った紙のデータを行政が再度入力し直

すという、デジタル社会では考えられないことが行われている。 

介護記録については、厚生労働省の「科学的裏付けに基づく介護に係る検討

会」が標準フォーマットを含めた検討を行っている。同検討会が公表した「介

護分野における今後のエビデンスの蓄積に向けて収拾すべき情報について（中

間とりまとめ）」（平成 30 年３月 30 日）によれば、既存のデータベースを補完

するデータベースを CHASE（Care, Health Status & Events）と名付け、一元的な

管理と、介護現場のデータ収集負担を極力少なくすることを原則として議論が

進められており、最終の取りまとめに向け、データ提出にかかる事業者へのイ

ンセンティブ設計等が議論される見通しである。 

こうした検討結果を踏まえ、介護データの電子化とエビデンスの蓄積を早急

に開始すべきである。 

また、今後の輸出産業化を見据えた場合、介護のアウトカムに着目したデー

タ整備が求められる。世界を見渡しても、介護にかかるデータの蓄積は緒に就

いたばかりであり、わが国が優位性を確立できる余地は大きい。そのためには、

適切なアウトカムデータの定義と収集のあり方を検討するとともに、公的なサ

ービスが質を保っているかをチェックし、質の悪い介護支援サービスを発見す

るシステムを構築することが必要である。 

                                                   
8
 ある特定ベンダーの独自技術に依存したシステム等を導入した結果、保守・後継システム等も

当該ベンダーに依存せざるを得なくなり、結果として、コスト高になったり、技術進化のメリ

ットを喪失したりすること。 
9
 既存システムを温存したまま、新たなシステムを追加したり、複数ベンダーにパーツごとに発

注したりすることにより、全体として効率的なシステムとならないこと。 
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なお、介護データを用いた先進的な取り組みとしては次のような事例が挙げ

られる。 

 

■ 介護データを用いた先進的な取り組みの事例：株式会社シーディーアイ 

 株式会社シーディーアイでは、「『お世話する介護』から、『自立を支援する介

護』へのパラダイム・シフトを、AI を通じて介護の現場に起こす」として、介

護分野における人工知能（AI）活用を進めている。 

 同社が開発した AI“CDI Platform MAIA”は、膨大なデータに基づき、ケアプ

ランや将来予測を提案することが可能であり、ケアマネジャーとパートナーシ

ップを組むことで、「ハイブリッド型ケアマネジメント」を構築するなど、ケア

マネジメントのあり方を進化させている。 

 

提言５ 小規模病院等に対する IT 化支援 

 

電子カルテシステムの導入率を病床規模別にみると、400床以上の病院では既

に８割程度で導入がなされている一方、日本の病院の７割強を占め、地域の医

療を支えている 200 床未満の病院では３割以下にとどまっている（図表５）。カ

ルテ情報の電子化については、既にデータの蓄積が進んでいるレセプト情報の

利活用によって代替可能なケースもあるが、地域医療において、400 床以上の急

性期大病院、中規模病院、小規模病院、診療所・介護施設等が連携を進める上

で、不都合が生じている。 

政府は、『日本再興戦略 改訂 2015』において、400床以上の一般病院におけ

る電子カルテの全国普及率を 90%以上にするという数値目標を掲げているが、

400 床以上の病院は経済力もあり IT 化を進める力がある。一方、200 床未満の

病院は経済力も限られることから、政府は診療報酬点数によるインセンティブ

づけや助成等を通じ、こうした小規模病院等を強力に支援すべきである10。 

病床の規模によっても異なるが、クラウドにのみ保管している医療機関はご

く少数である。制度上はクラウドでの保管も認められており、特に 200 床未満

の病院で普及を促進すべきである。医療機関はインターネット上にデータを保

管することを必要以上に警戒しているため、厚生労働省は IT化の必要性等につ

いて十分な働きかけを行い、意識改革を促すべきである。例えば米国では、

“Meaningful Use
11”の基準を満たした電子カルテシステムを導入することに対

し経済的なインセンティブを付与したことにより、大幅に普及率が上昇した（図

表６）。 

                                                   
10

 100～200床規模の病院では、100床あたり 2,500～3,000 万円と言われている。 
11

 “Meaningful Use”とは、電子健康記録（Electronic Health Record：EHR）に係る文字通りの「意

義ある利用」の意であり、一定のパフォーマンス基準が設定されている。 
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図表５ 電子カルテの病床規模別導入率 

（資料）一般社団法人保健医療福祉情報システム工業会『医療情報システム（オーダエントリ・ 

電子カルテシステム）導入調査』（2017 年調査） 

 

図表６ 米国における電子カルテの導入率の推移 

 
（資料）The Office of National Coordinator for Health Information Technology, 

“ONC Data Brief No. 35” 
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効果 健康・医療・介護データの利活用が国民生活にもたらすメリット 

①利便性の向上、重複受診・投薬の抑制 

全国的な保健医療ネットワークが整備されることにより、出張・旅行先や転

居後の初診時等においても、過去の健診データや受診履歴等を踏まえた最適な

診断・診療を受けることが可能になる。また、診療情報が共有されることによ

り、複数の医療機関で重複して検査・処方を受けることが抑制される。 

②健康寿命の延伸 

乳幼児健診、学校健診を含む個人の健康・医療情報を、ライフステージを通

じて収集するとともに、ウェアラブル端末等を活用して日々の健康情報を管理

することにより、生活習慣病の予防等に関し、医師等からより適切な介入を受

けることが可能になる。 

③高齢者の社会参画の促進 

医療・介護データがシームレスに利活用できることにより、詳細な疾患状態

を含む利用者の状況に応じ、科学的に自立支援等の効果が裏付けられた適切な

介護サービスを受給することが可能になる。結果として、高齢者の社会参画が

促進される。 

④イノベーションの成果の享受 

匿名化されたビッグデータが医薬品や医療・介護機器、治療法等の研究・開

発に活用されることにより、革新的かつ効果的な医療・介護サービスが開発さ

れる。こうした技術革新が医療従事者の働き方等を改善し、ひいては国民が良

質で安定的な医療サービスを受けることが可能になる。 

４．おわりに 

健康・医療・介護にかかるビッグデータ利活用および PHR（Personal Health 

Record）の普及は、①国民の QOL 向上、②新薬開発等のイノベーション推進、

③給付レベルの適正化、④医療従事者の過重労働軽減――等、幅広い分野で大

きな効果をもたらす。わが国の成長戦略と財政健全化の起爆剤として重要な取

り組みであることから、政府には改めて、司令塔および政府全体としてのビジ

ョン・工程表の明確化と、基盤整備の加速を求める。 

国民の健康寿命を延伸する観点からは、企業が貢献できる余地も大きい。医

療費の約３割は生活習慣病に起因すると言われる中、われわれ経営者も勤労世

代が健康管理・予防医療を習慣づけるための後押しができるはずである。医療・

介護システム改革委員会では今後、企業や健保組合が果たすべき役割について

も議論を深めていく。 

以 上 
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